
○宇和島市木造住宅耐震診断技術者派遣事業実施要綱 

平成２８年４月１日 

要綱第３１号 

改正 平成２９年３月３１日要綱第２２号 

平成３０年２月２０日要綱第３号 

令和元年１０月１日要綱第４１号 

令和２年４月１日要綱第５８号 

（目的） 

第１条 この要綱は、市の区域に存する木造住宅について、市長が耐震診断技術者を

派遣し耐震診断を実施することにより、耐震化を促進し、もって地震に強いまちづ

くりを推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 木造住宅 自ら居住し、若しくは居住する予定であり、又は賃貸する一戸建

ての木造住宅（店舗、事務所等の住宅以外の用途を兼ねる住宅にあっては、当該

住宅以外の用途の床面積が延床面積の２分の１未満であるもの）で、地上階数が

２以下かつ延べ面積が５００平方メートル以下のものをいう。ただし、枠組み壁

工法、丸太組工法及び国土交通大臣等の特別な認定を受けた工法によって建築さ

れたものを除く。 

(２) 耐震診断 愛媛県木造住宅耐震診断マニュアル又は一般財団法人日本建築防

災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法又は精密診

断法（時刻歴応答計算による方法を除く。）により、木造住宅の地震に対する安

全性を評価することをいい、耐震改修概算工事費の提示を含むものとする。 

(３) 耐震診断技術者 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規

定する建築士で、愛媛県木造住宅耐震診断講習会を受講し、受講修了証の交付を

受けた者をいう。 

(４) 木造住宅耐震診断技術者派遣事業 市の区域に存する木造住宅について、耐

震診断技術者を派遣し耐震診断を行う事業をいう。ただし、国、地方公共団体そ



の他公共団体が所有するものは、当事業の対象としない。 

(５) 業務受託者 木造住宅耐震診断技術者派遣事業に関する業務の全部又は一部

を請け負った者をいう。 

（業務委託） 

第３条 市長は、木造住宅耐震診断技術者派遣事業に関する業務の全部又は一部を委

託することができる。 

（木造住宅耐震診断技術者派遣事業の実施） 

第４条 市長は、木造住宅耐震診断技術者派遣事業を実施するに当たり、予算の範囲

内で耐震診断技術者を派遣するものとする。 

（木造住宅耐震診断技術者派遣事業の対象要件） 

第５条 木造住宅耐震診断技術者派遣事業の対象となる木造住宅は、次の各号のいず

れにも該当するものとする。 

(１) 昭和５６年５月３１日以前に着工されたものであること。ただし、増築が行

われている場合は、昭和５６年５月３１日以前に着工された部分に居室を含むこ

と。 

(２) 過去に宇和島市木造住宅耐震診断事業補助金交付要綱（平成２２年要綱第４

２号）に基づく補助金の交付を受けていないこと。 

(３) 明らかな法令違反がないこと。 

（耐震診断申込） 

第６条 この要綱に基づき耐震診断を受けようとする木造住宅の所有者（以下「派遣

診断申込者」という。）は、宇和島市木造住宅耐震診断技術者派遣申込書（様式第

１号又は様式第１号の２）の提出又は電話等の通信手段により市長に耐震診断を申

し込むことができる。 

（耐震診断技術者の選定、決定及び派遣） 

第７条 市長は、前条の申込書を受理した場合は、その内容を審査し、又は調査し、

第５条各号の要件を満たしているときは、速やかに宇和島市木造住宅耐震診断技術

者派遣依頼書（様式第２号）により、業務受託者に対し耐震診断技術者の派遣の要

請を行うものとする。 

２ 前項の規定により第５条第１号に定める事項の確認を行う場合は、次の各号のい



ずれかの書類により行うものとする。 

(１) 登記事項証明書 

(２) 固定資産税評価証明書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、第１項に規定する審査又は調査の結果、耐震診断技術者を派遣しないこ

とを決定したときは、その理由を付して、耐震診断技術者を派遣しない旨の通知書

（様式第３号）により、派遣診断申込者に通知しなければならない。 

４ 業務受託者は、第１項の規定により派遣の要請を受けた場合は、遅滞なく耐震診

断技術者を選定し、木造住宅耐震診断技術者選定通知書（様式第４号）により市長

に通知しなければならない。 

５ 市長は、業務受託者から耐震診断技術者の選定通知を受けた場合は、速やかに宇

和島市木造住宅耐震診断技術者派遣決定（変更）通知書（様式第５号）により、派

遣診断申込者に通知するものとする。 

６ 業務受託者は、派遣する耐震診断技術者に愛媛県発行の愛媛県木造住宅耐震診断

講習修了証を携帯させ、派遣診断申込者の求めに応じて提示させるものとする。 

７ 市長は、第５項の派遣決定通知書の内容に変更が生じたと認めるときは、当該通

知書の内容を変更することができる。 

８ 市長は、前項の規定により派遣決定通知書の内容を変更した場合は、宇和島市木

造住宅耐震診断技術者派遣決定（変更）通知書により派遣診断申込者に通知するも

のとする。 

（派遣に要する費用負担） 

第８条 派遣診断申込者が負担する費用は、愛媛県建築物耐震改修促進連絡協議会が

設置する耐震評価委員会に対し、耐震診断結果の評価依頼を行うために必要となる

手数料の実費とする。ただし、耐震診断以外の業務を耐震診断技術者に依頼し、追

加費用が生じた場合は、派遣診断申込者の負担とする。 

（耐震診断の辞退） 

第９条 派遣診断申込者は、第７条第５項の決定通知書を受理した後において、やむ

を得ない事由により耐震診断を辞退するときは、宇和島市木造住宅耐震診断技術者

派遣決定辞退届（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 



２ 派遣診断申込者は、前項の規定により辞退しようとする場合において、既に耐震

診断を実施しているときは、当該耐震診断に要した費用を、業務受託者との間で精

算した後でなければ、これを行うことはできない。 

（派遣決定の取消し） 

第１０条 市長は、派遣診断申込者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

第７条第５項の規定による耐震診断技術者派遣決定を取り消すことができる。 

(１) 耐震診断技術者による現地調査の結果、第５条各号に定める対象要件を満た

していないことが判明したとき。 

(２) 虚偽又は不正の手段により派遣の決定を受けたことが判明したとき。 

(３) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 市長は、前項の規定により派遣の決定を取り消したときは、その理由を付して、

宇和島市木造住宅耐震診断技術者派遣決定取消通知書（様式第７号）により当該派

遣診断申込者に通知するものとする。 

（派遣費用の返還） 

第１１条 市長は、前条の規定により耐震診断技術者の派遣を取り消した場合におい

て、既に耐震診断を実施しているときは、耐震診断申込者に対してそれまでに要し

た費用の支払を命ずることができる。 

（守秘義務） 

第１２条 耐震診断を行う耐震診断技術者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日要綱第２２号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年２月２０日要綱第３号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



附 則（令和元年１０月１日要綱第４１号） 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日要綱第５８号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 


